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愛知から大軍拡ストップを
日本共産党県議の復活、統一地方選での日本共産党躍進で

しもおく前県議は、2015 年９月議会で三菱重工小牧南工場を F35 整備拠点として海外の軍用機が飛来するこ
とを「地元の自治体に知らせず勝手に決めるのは大問題」として指摘。「若者を戦場へ駆り立てないため、国に
対して整備拠点の撤回と戦争法の廃止を求めるべき」と迫りました。わしの前県議は 2016 年 2月議会で名古
屋空港を県営名古屋空港として残した意味を再確認し、愛知を「兵站拠点」にしないでと訴えました。

「安保 3 文書」では、日本が攻撃されていなく
ても、敵基地攻撃能力を使って、アメリカと一
緒に相手国を武力攻撃できると明記。事実上の
先制攻撃です。『自分の国は自分で守る』どこ
ろか、相手国の報復攻撃を招き、日本が焦土と
化してしまいます。

戦前から航空機産業を中心に軍事産業の拠点だっ
た愛知は標的となり大空襲を受けました。軍事と
表裏一体の航空宇宙産業が敵基地攻撃能力の一翼
を担おうとしています。

大村県政が税金で支援した「愛知の技術」が軍事転用の危機！
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